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1．はじめに 

近年の知的財産制度に関するひとつのホットイ

シューは，IoT や AI 等に関する技術の進展とそれ

に伴うデータ量の増加に対して，知的財産制度を

どう設計していくべきかということだろう。その

ための検討会も経済産業省や特許庁を中心に複数

立ち上げられている1）。 

しかしながら，そもそもこれらの技術やデータ

を，どの企業がどれだけ保有・活用しており，そ

れがどの程度進展・普及しているかといった基本

的な情報でさえ，十分に蓄積されていないのが現

状である。特許庁において，第四次産業革命に関

連する技術動向を把握する目的で，人工知能技術

やビッグデータ分析技術など様々な技術について

「特許出願技術動向調査」が実施されており，各

分野における詳細な動向は把握できるようになっ

てきているものの，全体像を体系的に把握するこ

とは現時点ではまだ難しい。実際，IoT 技術に関

しては，2017 年に特許分類（広域ファセット）が

公表されたばかりであり，業種別に時系列の推移

等を把握するにはまだデータが蓄積されていない

のが現状である（2018 年 2 月 2 日時点で IoT 関連

技術として 1,319 件がヒットする）。さらに，デー

タに至っては，それをどう分類し整理していくか

という方針も完全には固まっておらず，現状把握

はさらに困難である。 

こうした先端技術の保護の在り方を議論するこ

と自体は非常に有益であることは言うまでもない 
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抄録 IoTやAIなどの先端技術の進展やそれに伴うデータ量の増加の中で，そうした急激な変化に対応

しうる，これからの知財制度の在り方を検討する必要性は増してきている。それにもかかわらず，現状

では，こうした先端技術・知識の広がりや進展について，実態把握さえ満足にはできていない。このよ

うな状況において，知財政策立案に資するエビデンスの提供は急務であり，また，その質の向上も必要

である。そこで，本稿では，日米の既存の実証研究成果を紹介しつつ，今後のエビデンスと政策の関係

性について考察していく。特に，近年進展の著しい実験経済学による事前予測と，実証分析による事後

評価を取り入れた政策のPDCAサイクルの重要性について指摘する。 
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が，現状が把握できていない中で，事前に柔軟性

の低いルールを決定してしまうのは，その後の影

響も予測できず危険である。高倉（2018）も，「将

来を予測して最適な知財法制を先取りすることは

現実論として難しく，法改正は，改正の効果を事

後的に検証し，段階的に進めて行かざるをえない」

と指摘している。 

特に，IoT や AI が進展し，データが競争力の源

泉になる時代においては，よりオープンな形で知

識を共有し，イノベーションを促進していくべき

という見解も多く（上野, 2018; 第四次産業革命を

視野に入れた知財システムの在り方に関する検討

会, 2017），保護の有無やその程度は事後的に調整

できる余地を残しておくことが望ましいだろう。

データ保有者は知的財産権によらずとも独占が可

能な場合も多く，むしろ，これらのデータ保有企

業が自ら共有コミュニティに参加するインセンテ

ィブを設計する必要性も指摘されている（経済産

業省「第四次産業革命に向けた横断的制度研究

会」）。 

こうした中で，知財保護の必要性を考えるに当

たっては，そもそも知財制度が本当にイノベーシ

ョンを促進しているのかという基本的な事実確認

から始め，そのうえで，どのようなビジネス・分

野に対してどの程度の保護を与えるべきかを検討

していく必要がある。以前から特許制度に対する

批判的な主張は聞かれてきたが2），特に近年では

そうした意見が少なからぬ支持を集めるようにな

ってきている（例えば，Boldrin and Levine, 2012; 

Bessen and Hunt, 2007）。こうした状況において，

建設的かつ効率的な議論を行うためにも，知財制

度が望ましい効果を発揮する条件や環境について

の客観的なエビデンスの提供が重要である。 

知財活動に関連する不確実性が高まっている状

況において，高倉（2018）は，紛争を個別に解決

していき，その積み重ねで事後的にルールを形成

していくやり方が「データの時代」にはふさわし

いと主張している。また，そのプロセスにおいて

は，事後的な実証評価が重要で，政策形成の PDCA

（Plan, Do, Check, Action）サイクルを徹底するこ

とが重要であると説いている。 

本稿では，知的財産制度の中でも実証研究が進

んでいる特許制度に着目して，イノベーション促

進効果に関する内外の実証研究を紹介するととも

に，政策立案に際してのエビデンスの重要性を指

摘する。欧米では，エビデンスに基づく政策立案

の実践が進んでおり，例えば，特許庁の中にチー

フ・エコノミスト・オフィスを設立して，経済学

者を中心に積極的に実証研究を行っている。それ

らと我が国の研究状況とを比較しつつ，政策立案

に資する今後のエビデンスのあり方についても検

討していく。 

 

2．エビデンス・ベースの政策立案：実証

研究が提供する「エビデンス」 

昨今，政策や戦略の立案は，人間の直感や経験

的知識だけでなく，客観的な根拠に基づいて行わ

れる必要があるという，エビデンス・ベースの政

策（Evidence Based Policy：以下，EBP）の重要性

が広く認識されるようになってきた3）。 

実際，我が国の政策実務者を対象とした森川

（2017）のアンケート調査（サンプル数は 192 名）

によれば，EBP を「必要」と感じている割合は

71.4％であり，「ある程度必要」まで含めると，EBP

の必要性を感じている政策実務者は 99.5％に上る4）。

他方で，実際に EBP が実行されているかについて，

「行われている」とした割合はわずか 1.0％であ

り，「あまり行われていない」と「全く行われてい

ない」を合わせた割合は 57.3％で過半数を占めて

いる。このことは，我が国に EBP がまだ十分根付
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いていないことを示唆している。 

また，どこまでを「エビデンス」と考えるかと

いう問題もある。この点について，英国を中心に

始まった，根拠に基づく医療（Evidence-based 

Medicine）の考え方に基づけば，エビデンスとし

ての質が高い手法はランダム化比較試験（コント

ロールされた実験環境下で，処置群と対照群をラ

ンダムに割り当てて効果の差を検証する手法）で

あり，それを同一テーマについて体系的にレビュ

ーしたメタアナリシスが最もエビデンスの質が高

いものとされている（Chalmers et al., 1987; Guyatt 

et al., 1995）5）。 

しかし，社会科学が主な分析対象とする分野で

は，十分に条件を揃えることが難しく，また，倫

理的にもランダム化比較試験が難しいことが多い。

例えば特許権を取得したときの効果を評価すると

いう単純な検証課題に対しても，企業に対してラ

ンダムに特許権を与えて処置群と対照群を比較す

るといった社会実験を行うことは，費用の面でも

公平性の面でも難しいだろう（ただし，後述のよ

うに，近年では実験経済学という分野が進展して

きており，コンピュータ上の仮想空間で実験を行

うことが可能となってきている）。 

そこで，次善の策として，準実験的な研究成果

を用いることが推奨されている。準実験的な研究

とは，簡単に言えば，統計的な手法を用いて，疑

似的にランダム化比較試験を実施することと言え

る。そこで重視されるのは，実験環境を統制（コ

ントロール）することであり，また，相関と因果

を区別することである。分析手法の詳細は専門書

による解説に譲るが，単純な相関分析は，エビデ

ンスの質としては非常に低く，EBP の文脈におけ

る「エビデンス」と呼べるものではないだろう。 

例えば，特許出願件数の多い企業ほど売上高が

高いといった単純な相関関係をもって，特許出願

を促進すべきと結論付けてはいけないのである。

企業規模が大きければ特許出願件数も売上高も大

きくなるため，仮に特許取得に効果はなかったと

しても，売上高との間には見せかけの相関が生じ

るためである（第三の変数の影響）。また，売上が

増えたことで研究開発や知財活動に割けるリソー

スが増えて，その結果特許出願が増えるといった

こと（逆の因果関係）も考えられる。したがって，

二つの変数の相関関係を示したグラフだけを見て，

税金を原資とした政策を実行することは，費用対

効果の面からも客観的な合理性に欠け，正当化す

ることはできない。 

すなわち，「エビデンス」とは少なくとも，こう

した第三の変数の影響を取り除いたり，因果関係

を識別する工夫や努力をしたりしている分析結果

のことと言える。経済学の実証研究では回帰分析

がそのための手法として多く用いられている。単

純化して言えば，この回帰分析で行っていること

は，条件を揃えることであり，自然科学における

実験環境の統制を社会科学でも行い，注目してい

る変数以外の影響を取り除く（コントロールする）

ということである。また，因果関係を識別するに

は，さらに工夫が必要であるが，そのための分析

手法も開発されてきている。 

 

3．チーフ・エコノミスト・オフィスにおける

分析 

主要な特許庁（米国特許商標庁：USPTO，欧州

特許庁：EPO，世界知的所有機関：WIPO，英国知

的財産庁：UKIPO，オーストラリア知的財産庁：

IP Australia 等）では，上述のような実証分析手法

に精通した研究者を外部から採用し，チーフ・エ

コノミスト・オフィスを設立し，EBP の実践に取

り組んでいる。 

例えば，USPTO のチーフ・エコノミスト・オフ
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ィスでは，庁内のデータを統計分析用に整備し，

他のデータとも組合せた実証研究を行っている。

分析結果は，特許庁としてのレポート，あるいは

チーフ・エコノミスト個人の見解としてのワーキ

ング・ペーパーの形で公開している。また，チー

フ・エコノミストの研究は，査読付きの国際雑誌

や学会で発表されるなど，学術的な貢献も大きい。

特に，「政策意思決定のための知財統計会合

（Intellectual Property Statistics for Decision Makers: 

IPSDM）」という学会は，各国のチーフ・エコノ

ミスト・オフィスの研究成果の公開の場としても

積極的に活用されている。日本特許庁もこの学会

を後援しているが，日本には未だチーフ・エコノ

ミストというポストは存在せず，EBP の体制整備

の面では国際的にはやや遅れをとっている。ただ

し，日本にも知財を対象に国際的にも高い水準の

実証研究を行っている経済学者は存在しており，

また，知的財産経済アドバイザーというポストは

存在する6）。しかし，優秀な人的資源を活用する

意味でも，また，この分野の研究者の裾野を広げ

人材を育成する意味でも，実証研究の一層の体制

整備は急務と言える。 

USPTO レポートでは，滞貨の発生メカニズムや

その解消のための施策の評価，知財を保有するこ

とによる売上や雇用への影響，中小企業に対する

外国出願支援の在り方，先使用権制度の導入がス

タートアップ企業に与える影響などの分析が行わ

れている。これらのレポートは，相関分析にとど

まりエビデンスとしての質は低いものが多いが，

現状把握には有用であり，また，専門的知識を持

たない読者にも理解しやすい内容となっている。

ワーキング・ペーパーについては，多様なテーマ

を扱っており，洗練された分析手法が用いられて

おり，エビデンスとしての質は高いものが多い。

レポートは分かりやすさを重視しているが，その

シンプルな分析の背景には，ワーキング・ペーパ

ーで行われている質の高いエビデンスの裏付けが

あるのである。 

なお，USPTO レポートで取り上げられているテ

ーマの中には，日本でも，特許庁の委託調査の形

で，日本の知財経済学者が分析を行っているもの

も多い。その成果の一部は特許庁 HP でも公開さ

れている（https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/cho

usa/keizai_yakuwari.htm）。例えば，この委託調査

の中で，平成 23 年度調査（2012 年の刊行）にお

ける「特許審査の滞貨発生メカニズムと審査効率

の決定要因」の章では，USPTO で滞貨の発生メカ

ニズムに関するレポートが出る前に，より精緻な

手法を用いた実証分析が行われている。そこでは，

審査請求期間の短縮による審査請求率の上昇が，

滞貨を大きく増加させたことだけでなく，審査請

求 1 件当たりの補正・意見書提出回数が長期的に

上昇傾向にあるうえ，審査請求期間の短縮がそれ

を加速させたことが滞貨増加の大きな要因であっ

たことが明らかにされている。 

知財保有の効果についても，USPTO のレポート

が相関分析にとどまるのに対し，平成 27 年度調査

の「企業パフォーマンスと知的財産権の貢献に関

する調査」の章では，様々な条件をコントロール

したうえで，特許取得と企業パフォーマンスの因

果関係の特定が試みられている。それによれば，

新たに特許を保有した企業の付加価値はそうでな

い企業よりも大きく，保有開始から 1 年後では，

非保有企業との付加価値の差は 2.3 倍，3 年後に

なると 3.6 倍程度となることが示されている。ま

た，平成 28 年度調査の「中小･ベンチャー企業の

パフォーマンスと知的財産権の関係について」の

章では，日本の中小・ベンチャー企業を対象に，

特許出願がその後の資金獲得に与える影響を分析

している。特許出願を行った場合の方が，資金を
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獲得する確率が高く，また，早期に資金を得やす

いことが確認されている。 

これらの分析結果は，我が国では，特許制度が，

研究開発の拡大や企業成長の加速を通じて，イノ

ベーションの促進に貢献していることを示してい

る。近年では，知的財産権がイノベーションを阻

害しているといった意見や主張を聞くことが増え

てきたが，様々な条件をコントロールした平均的

な姿としては，知財が企業のイノベーション活動

に貢献していることには客観的な裏付けがあると

言える。ただし，ここでの分析は，知財制度があ

る場合とない場合を比較しているのではなく，知

財制度が存在する環境で，知財を保有した場合と

しない場合とを比較したものである。したがって，

他の企業が知財を取得している状況で，自分だけ

取得していなければ競争力を失うという，囚人の

ジレンマ的な状況を反映しているに過ぎない可能

性もある。この点については，後の章で詳しく解

説する。 

USPTO のチーフ・エコノミスト・オフィスの先

駆的な取り組みとしては，ワーキング・ペーパー

等の分析の過程で構築したデータセットを，HP

上で一般に公開し研究の裾野を広げていることで

ある。現時点では，特許審査データ（1910 年以降

の約 1000 万件の特許出願に対する審査経過情報），

商標データ（1870 年から 2017 年までの登録商標

の経過情報），特許権移転データ（1970 年以降に

登録された特許移転データ約 1200 万件），商標権

移転データ（1955 年以降に登録された商標移転デ

ータ約92万件），特許訴訟データ（1963年から2015

年の地裁における特許訴訟データ 7.5 万件），特許

クレームデータ（1976 年から 2014 年の登録特許

及び 2001 年から 2014 年の特許出願に関するクレ

ームのテキストデータで，独立クレームと従属ク

レームの区別も行っている），Cancer Moonshot 特

許データ（1976 年から 2016 年の癌研究について

の特許データ約 27 万件），特許の歴史的データ

（NBER の特許分類別の 1840 年以降の年次デー

タ及び 1981 年以降の月次データ）が公開されてい

る。 

現在，実証分析用特許データベースは急速に進

展しており， EPO の提供する世界規模の

「PATSTAT」をはじめ，我が国でも，「IIP パテン

トデータベース」（知的財産研究所）や，出願人を

名寄せした「企業名辞書」（文部科学省科学技術・

学術政策研究所）や，「意匠・商標データベース」

（文部科学省科学技術・学術政策研究所）など，

実証研究のインフラ整備が進められている。また，

工業所有権情報・研修館からも，産業財産権の書

誌情報や経過情報を標準的な形式に変換した，「整

理標準化データ」が提供されている。しかし，特

許庁内部には整理標準化データに含まれない有益

なデータも蓄積されており，それらが知財経済ア

ドバイザーやチーフ・エコノミスト・オフィスの

ような組織によって分析され，分析用に整理され

た形で公開されることの利点は大きいと考えられ

る。オープン・イノベーションの時代においては，

こうした内部に埋もれているデータを（機密性や

プライバシーには十分配慮したうえで）公開する

ことで，外部のリソースも活用して新たな知見を

生み出していく努力も必要だろう。 

 

4．特許制度のイノベーション促進効果

に関する実証研究 

 これまで，実証分析の必要性について述べてき

たが，ここでは，実際にどのような実証研究が学

術的に行われてきたかを簡単に紹介する。当然，

膨大な研究が蓄積されており，そのすべてを紹介

することは不可能である。そこで，最も基本的な

検証課題である，特許制度がイノベーションを促
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進しているかというテーマについて，これまでの

実証研究をレビューしてみたい。ただし，この検

証仮説は基本的ながら，非常に難しいテーマでも

あり，統一的な見解は得られていない。 

 特許制度は，主に，研究開発からの収益を確保

できるよう専有可能性を高めることを通じて，イ

ノベーションを促進することが期待されている

（保護だけでなく，利用を促進するという目的も

ある）。図 1 は，研究開発を行っている企業に対す

る一般統計調査「民間企業の研究活動に関する調

査 2012」（文部科学省科学技術・学術政策研究所）

が，専有可能性を確保する手段として様々な手段

の重要性を 5 段階で調査した結果である。図から

分かるように，特許・実用新案による保護は平均

で 4.1 と，様々な手段の中で最も高く評価されて

いる7）。 

 特許制度が排他的独占権を与えるものである以

上，この結果はある意味当然の結果であるが，問

題は特許による専有可能性の向上がイノベーショ

ンの促進に結びついているかどうかである。 

 Boldrin and Levine（2012）は，ケーススタディ

に基づいて，特許がイノベーションを促進してい

るという客観的な「エビデンス」は存在しないと

まで言っている。彼らのイノベーションの発生プ

ロセスに対する理解は，様々なタイプの知識が累

積的に蓄積されていき，それらが組み合わさり，

ある水準を超えると市場に製品が投入されるとい

うものである（Boldrin and Levine, 2009）。また，

新製品に対する市場の理解も時間を通じて定着し

ていくため，市場の形成期には様々なタイプの新

製品が投入される必要がある（Boldrin and Levine, 

2004）。したがって，特許による独占権は，知識の

結合や新規参入を難しくするため，イノベーショ

ンを阻害することになる。 

確かに特許権にはそうした側面もあるが，これ

らはいずれも独占による弊害の具体的な形であり，

こうした負の側面と比べて，専有可能性の向上に

よるイノベーション促進効果が強いという前提が， 

 

図 1．専有可能性を確保するための手段としての重要性 

4.1
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特許・実⽤新案による保護 (N=1263)

秘密保持契約の締結・活⽤ (N=1260)

企業及び製品・サービスのブランド⼒の構築・活⽤ (N=1262)

企業秘密化 (N=1260)

製品・サービスの先⾏的な市場投⼊ (N=1261)

意匠や商標等による保護 (N=1257)

柔軟な⽣産システム、販売・サービス網の整備 (N=1261)

製品・サービスの規格標準化への取り組み (N=1258)

製品設計の複雑化・要素技術のブラックボックス化 (N=1258)

⼤規模な設備投資を通じたコスト優位の構築 (N=1260)

 

出所：「民間企業の研究活動に関する調査 2012」（文部科学省科学技術・学術政策研究所）より筆者作成 
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特許制度の存在理由でありプロパテントの根拠で

ある。しかし，その前提が成立していることを示

すエビデンスが不足しているのである。イノベー

ションのどの側面に着目するか，どの産業を対象

にするか等によって利用すべき変数も効果も異な

り，かと言って，平均的な姿を見ようとすれば，

今度は因果関係の識別が困難になってしまう。し

たがって，個別のミクロの実証分析を積み重ねて，

それに基づくメタアナリシスにより，どのような

条件の下で特許がイノベーションを促進（あるい

は阻害）するのかを整理していく必要がある。そ

のために，質の高い「エビデンス」の蓄積が必要

となる。 

USPTO（2013），EPO（2012），欧州共同体商標

意匠庁（OHIM, 2015）では，それぞれ，大規模な

データを用いて，知的財産権の保有と企業パフォ

ーマンスの関係を分析したレポートを発表してい

る。また，学術的にも，特許権の取得が企業の財

務パフォーマンスに与える影響を分析した研究は，

米国企業を対象とした Scherer（1965）から，ドイ

ツ企業を対象とした Ernst（2001）など，数多く存

在する。しかし，これらのレポート・研究はいず

れも，因果関係の識別が厳密にはなされていない

という問題を抱えている。 

近年の実証研究では，いかに因果関係の識別を

行うかということに重点が置かれており，エビデ

ンスの質は高まってきている。チーフ・エコノミ

スト・オフィスのような組織は，それ自体が質の

高い研究を蓄積していくことも重要であるが，一

方で，そうした個々の研究を整理し，特許制度の

在り方を検討するためのメタアナリシスを行って

いくことも求められるだろう。 

Hall and Harhoff（2012）は，特許制度に関する

経済学的研究について，200 本以上の幅広い文献

レビューを行っている。彼女らの見解によれば，

特許制度の変更によって企業は少なくとも出願行

動を変化させているが，イノベーションの促進効

果については不明確である。ただし，特定の産業

（医薬，バイオ，化学等）に関しては，特許制度

がイノベーション促進のためのインセンティブを

与えているという分析結果が多いと述べている。

しかし，彼女達のレビューは，因果関係の識別に

注目した研究に限らず，幅広い文献がエビデンス

として利用されているため，結論の信憑性には疑

問が残る部分もある。 

因果関係を識別するためには，実際に行われた

制度改正を「自然実験」とみなして分析を行うと

いう手法が良く用いられる。様々な条件をコント

ロールしたうえで，制度変更の影響を受けたグル

ープと受けなかったグループとの間で，着目して

いる変数の変化の違いをみることで，純粋な制度

変更の影響を評価するという考え方である。 

 例えば，Sakakibara and Branstetter（2001）は，

日本の改善多項制の導入の効果を分析している。

そして，この保護範囲を拡大するような制度改正

は，クレーム数を増やす効果はあったものの，企

業の研究開発費を増やす効果はなかったことが確

認されている。 

 分野別の自然実験を扱ったものとして，例えば

ソフトウェア分野において，Bessen and Hunt

（2007）は，米国における特許の保護範囲の拡大

について分析を行っている。それによれば，保護

範囲の拡大は企業によるソフトウェア特許の取得

件数を大幅に増やしたものの，その多くは他分野

（電機やコンピュータ業界）の企業によるもので

あり，純粋なソフトウェア企業による特許取得は

限られていたことが確認されている。しかも，ソ

フトウェア特許の取得は，研究開発集約度を低下

させる効果があることも明らかにされている。こ

のことは，ソフトウェア分野におけるプロパテン
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トが，研究開発活動には負の効果を持ち，企業が

交渉材料として特許を取得することで，特許の藪

を生じさせやすくしていることを示唆している。

これに対して，Lerner and Zhu（2007）は，米国の

ソフトウェア産業における，著作権の保護範囲を

限定するような判決（Lotus vs. Borland）の影響を

調べ，代替的な保護手段としての特許取得の増加

が，売上高や研究開発費の増加につながっている

ことを明らかにしている。 

 これらの結果は，特許の保護による影響は同一

分野でも企業の規模や経験によって異なることを

意味している。実際，山内他（2011）では，我が

国のソフトウェア特許に関する審査基準の改訂に

着目し，特許を多数保有しそれらを事業領域の確

保のために戦略的に活用する能力が高い大企業と，

そうでない中小企業とでは，その効果が異なるこ

とを確認している。そこでは，新たに「記憶媒体

に記録されたプログラム」が特許取得可能となっ

たことで，ハードウェア事業も手がける大手ソフ

トウェア企業と，パッケージソフトを主力とする

中小企業のいずれも，新たな特許の出願を開始す

ることになったが，それにより，前者の研究開発

集約度は高まったが，後者の研究開発集約度は低

下したことが明らかにされている。 

 このことは，特許の取得に関する状況が囚人の

ジレンマ的な状況にあり，他企業が特許を取得し

ている（あるいは取得する可能性がある）場合に

は，自分も取得しないと競争力が削がれることを

示唆している。自然実験の手法を用いたものでは

ないが，それを間接的に示す実証結果はいくつか

存在する。Hall and MacGarvie（2006）では，ソフ

トウェア特許の保護の強化が，ソフトウェア特許

を持たない企業の市場価値を低下させる一方で，

すでにソフトウェア特許を保有している企業の市

場価値は高めることが確認されている。また，

Lanjouw and Schankerman（2003）は，特許ポート

フォリオのサイズが大きいほど，訴訟に巻き込ま

れる確率が低下することを明らかにしている。

Noel and Schankerman（2006）でも，競合企業によ

るソフトウェア特許の取得が，自社の研究開発や

特許活動，市場価値に負の影響を与えることが示

されている。さらに，Cockburn and MacGravie

（2011）では，特許による保護の強化がソフトウ

ェア市場への新規参入企業数を減らす効果が確認

されている。ただし，彼らの研究では，他分野に

も参入したことのない完全なスタートアップ企業

にとっては，特許の取得が他の補完的資産の不足

をカバーすることで，市場参入を容易にすること

も明らかにされている。 

 1 件当たりの特許の重要性が高いとされる医薬

産業における自然実験のアプローチでは，Scherer 

and Weisburst（1995）がイタリアにおける医薬品

特許の保護強化に関する法改正の効果を分析して

いる。そこでは，医薬品に対する保護強化がイタ

リアで開発された新薬の件数を減らし，また，研

究開発費を伸ばす効果もなかったことが示されて

いる。他方で，Cockburn et al.（2016）は，価格規

制と特許による保護が 76 カ国における新薬の市

場投入のタイミングに与える影響を分析している。

その結果，価格規制は新薬の投入を遅らせるのに

対し，特許の保護範囲の拡大や保護期間の長期化

は，新薬の投入を早める（新薬の普及を早める）

効果があることを見出している。Kyle and Quin

（2014）も，TRIPS の適用時期の違いを利用して，

医薬品の特許保護が新薬の市場投入に与える影響

を分析しており，特許保護がない場合には市場に

新薬が投入されにくいことを示している。なお，

Kyle and McGahan（2012）では，こうした医薬品

の特許保護は，所得水準の高い国では研究開発を

促進しているが，途上国においてはそうした効果
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は見られないことを確認している（自然実験の手

法は用いられていないが，同様の効果は Qian

（2007）でも確認されている）。 

このように，特許のイノベーション促進効果と

いう観点から見れば，医薬品産業もソフトウェア

産業と類似した特徴を持っており，特許を活用し

てきた企業（国）ではプラスの効果があり，そう

でない企業（国）ではあまり効果がないという結

果である。 

日本の医薬品産業における制度改正を対象とし

たものでは，小坂（2012）が 1976 年の物質特許の

認可の影響を分析している。それによれば，物質

特許の認可が，日本の製薬企業の研究開発費を増

加させる効果があったことが示されている（ただ

し，分析対象が比較的日本の大手の製薬会社に偏

っていることも影響している可能性がある）。また，

佐野（2012）は，特許権の存続期間の延長が，特

許出願で測った研究開発活動に正の効果があった

ことを明らかにしている8）。 

近年では，分析手法の進展もあり，自然実験に

よらずとも，工夫次第では（因果を特定するため

の操作変数を見つけることや，処置群と対照群が

ランダムに分かれているケースを見つけること等

により）因果関係の識別が可能となる場合も増え

てきている。そのため，分野横断的な特許制度の

評価も以前よりは行いやすくなってきている。例

えば，Galasso and Schankerman（2015）は，連邦

巡回区控訴裁判所において事件が裁判官にランダ

ムに割り当てられているという性質を利用して，

特許が累積的イノベーションを促進するかどうか

を分析している。彼らは，特許を無効にしやすい

裁判官が担当となることで，引用件数で測った，

その後のフォロー・オン・イノベーションが減る

かどうかを調べている。それによれば，特許が「ラ

ンダムに」無効になることで，平均すると 50％ほ

ど当該特許に対する引用が増加する。このことは，

特許が後続の研究をブロックしていた証拠である

と考えられる。ただし，この効果は分野によって

異なり，特許が後続研究を阻害するのは，コンピ

ュータや電機の分野であり，医薬や化学の分野で

はそうした負の効果は見られない。ただし，彼ら

の研究で測定されているのは，累積的な技術開発

における特許のブロッキング効果であり，先行研

究の少ない革新的な技術やその他のイノベーショ

ンの促進効果は直接的には測定されていないとい

う課題もある。 

他に，Farre-Mensa et al.（2015）は，USPTO の

チーフ・エコノミスト・オフィスのワーキング・

ペーパーにおいて，スタートアップ企業にとって

の特許の貢献について分析を行っている。そこで

は，審査官ごとの特許査定性向の違いを利用して，

「ランダムな」特許査定が，雇用や売上の成長，

その後の特許出願やその質，上場確率の向上に貢

献していることを確認している。また，審査が早

いほどそうした効果も大きいことが明らかにされ

ている。これらの点は，前述の特許庁による平成

27 年度及び平成 28 年度委託調査で実施された，

我が国の中小企業を対象とした研究結果とも整合

的である。 

以上見てきたように，特許制度のイノベーショ

ン促進効果は，規模や経験など様々な条件によっ

て異なることが分かる。したがって，どのような

条件の下で正の効果が強くなるかについては，さ

らなる実証研究を積み重ねたうえでのメタアナリ

シスが必要と考えられる。ただし，全体的には，

特許を戦略的に利用している企業（特許取得経験

が豊富な大企業が多い）にとっては正の効果をも

たらすことが多く，また，競合企業の戦略的な脅

威を所与とすれば（コントロールすれば），中小・

スタートアップ企業でも新たに特許出願を開始す
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ることにより，企業成長にはプラスの効果がある

と言えそうである9）。特許制度に対する否定的な

主張や実証結果は，より限定的な環境下において，

特許の排他性が過度に利用されることで，新事業

の立ち上げや新技術・製品の開発がブロックされ

る負の効果が，投資の保護による正の効果を上回

っている状況を反映しているものと考えられる。

こうした独占の弊害と専有可能性の向上との関係

について，次章で簡単に理論的な検討を行う。 

 

5．特許制度の囚人のジレンマ的状況 

 知的財産制度の必要性に関する経済学の理論的

説明は，知識はいったん公開されてしまえば誰で

も対価を支払わずに利用できるという公共財的性

質を持ち，フリーライドの誘因が強くなるため，

放っておくと社会的に望ましい水準の供給がなさ

れないというものである。したがって，投資を行

った者に適切な利益を確保させる（専有可能性を

高める）ために，排他的独占権が必要になる。そ

の一方で，独占は市場の競争度を弱め，社会厚生

を悪化させるため，保護の強さを適切な水準に設

定する必要が出てくる。 

 専有可能性を高め知識の創出インセンティブを

高めることが重要であれば，より強い保護が求め

られることになるが，外部の知識を活用する必要

性が高い場合や，他者との協働・協創のメリット

が大きい場合には，むしろ保護は弱い方が良いこ

とになる。このバランスは業種や技術の特性，あ

るいは企業規模によっても異なる。したがって，

同じ保護水準を適用すれば，当然，特許制度の効

率性も業種や技術の特性，企業規模によって違っ

てくることになる。 

これまでは医薬と電機といった業種間での特許

の使われ方や効果の違いが強調されることが多か

ったが，近年では，IoT や AI といった業種横断的

な技術の進展により，そうした先端技術に依拠す

る程度の高い分野と低い分野の違いがより重要に

なってきていると考えられる10）。また，イノベー

ションの担い手として，スタートアップや中小企

業の存在感が高まってくれば，望ましい保護の程

度も変わってくるはずである。 

 特に，IoT や AI を利用する場合には，ソフトウ

ェアを介して多様な形でイノベーションが実現す

ることが多く，利用範囲が限定される排他的な権

利はなじまなくなってきている可能性がある。そ

れを反映するかのように，オープン・ソース・ソ

フトウェア（OSS）の開発・ユーザーコミュニテ

ィーが組織され，自発的に知識を共有する仕組み

の中でイノベーションの促進が図られるようにな

ってきている。 

実際，Bessen and Meurer（2009）でも，ソフト

ウェア特許を取得する企業は限られており，コン

ピュータ製造業，半導体，電機産業など，他の産

業による取得が大部分であることが示されている。

さらに，ソフトウェア特許は他の特許と比べて，

訴訟コストが高くつくという特徴もある（ソフト

ウェア特許の訴訟コストは他の特許の 2 倍であり，

ビジネスモデル特許に限ると他の特許の 7 倍と試

算されている）11）。これは，ソフトウェア特許の

抽象度が高く，権利範囲に関する不確実性が高い

ためと解釈されている。 

特許庁の委託調査「「アンチコモンズの悲劇」に

関する諸問題の分析報告書」（知的財産研究所）で

は，特許の藪に関する実証的な研究が行われてい

る。それによれば，分析時点では，特許の藪によ

る研究開発投資の減少やその収益性の低下といっ

た弊害は観察されていないが，それを回避するた

めに，クロス・ライセンスなどの手段が効果的に

活用されていることが示されている。このことは，

限られた分野における関係でも，特許の藪を回避
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するために，何かしら追加的な努力が必要である

ことを示唆している。 

この点に関して，Wen et al.（2017）は，2005 年

に IBM を中心に設立された OSS パテント・コモ

ンズが，スタートアップ企業による OSS の製品投

入に与える影響を分析している。その結果によれ

ば，パテント・コモンズのような仕組みは，スタ

ートアップによる新製品投入件数を増やす効果が

あることが確認されている。特に，技術の累積性

が高い場合や，市場の独占度が高い場合に，コモ

ンズによるイノベーション促進効果が強くなるこ

とも示されている12）。ソフトウェアを介して，企

業間の関係が複雑で多岐にわたるような場合には，

特許の藪を回避するために，不特定多数の企業間

でのクロス・ライセンスが必要になることを示唆

している。現在のソフトウェア技術の開発・利用

について，コモンズ的な仕組みが必要になってい

る原因のひとつもここにあるのだろう。このこと

は，現在のソフトウェア分野において，企業が「戦

略的」に特許制度を利用するあまり，特許権の排

他性が社会的に最適な水準を超えており，特許制

度のイノベーション促進機能が十分に発揮できて

いない可能性も示唆している。 

ここで，特許制度の「戦略的」な利用がもたら

す囚人のジレンマ的な状況について，簡単なゲー

ムモデルに基づいて説明しておく。市場規模が

100 の市場に，同じような企業が 2 社（マーケッ

トシェアは 50％ずつ）存在し，特許権に基づく差

止ができる状況を考える。特許の取得・維持には

コストがかかる。両社が特許を取得していれば，

クロス・ライセンス等により差止は行われず，両

者が自由に事業を行えるものとする。その時の利

得は，シェアに応じた 50 から，特許制度を利用す

るコスト（取得・維持コスト）20 を引いた 30 と

する。他方で，一方の企業のみが特許を取得した

場合には，取得企業は他企業の製造・販売を差止

めることができるものとする。このとき，取得企

業のマーケットシェアは 100％になるが，権利の

実施にも費用がかかるため，利得は市場規模 100

から実施・訴訟費用 20 を引いた 80 になるものと

する。逆に差止を受けた企業は，製造・販売への

投資額が回収できず，訴訟費用も負担するため，

利得は-20 になるものとする。お互いに権利を取

得しない場合には，利得はシェアに対応した 50

ずつである（利得構造は下表 1 の通りであり，各

セルの左の値が企業 A の利得，右の値が企業 B の

利得である）。 

 

表 1．特許取得の囚人のジレンマ構造 

  B 

A 

 取得する 取得しない 

取得する 30, 30 80, -20 

取得しない -20, 80 50, 50 

 

 仮に，企業 B が権利を取得する場合には，企業

A の利得は，自分だけ特許を持たなければ-20 で

あるのに対し，自分も取得すれば 30 になるため，

特許を取得した方が良い。もし企業 B が特許を取

得しなくても，企業 A は自分だけが取得すれば 80

の利得が得られ，自分も取得しなければ 50 の利得

となるため，やはり取得した方が良いことになる。

この関係は，企業 B についても当てはまる。した

がって，両者とも権利を取得することが合理的と

なる。その結果両者の利得は左上のセルの 30 ずつ

となる。しかし，表を見れば明らかなように，お

互いに特許を取得しない方が，両者の利得は大き

い（右下のセルの 50 ずつ）。これは，典型的な「囚

人のジレンマ」と呼ばれる状況である。 

 表の利得構造は，特許制度が存在するという前

提の下では，特許取得企業はそうでない企業に比
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べて，専有可能性が高まりパフォーマンスが高く

なることを意味している。したがって，人的ある

いは資金的リソースや知識・経験等の制約により，

特許取得という合理的な選択のできない企業が存

在する状況では，特許取得企業との間でパフォー

マンスに差が生じることになる。また，そのよう

な状況で，特許の保護を強くすると，特許取得企

業が特許ポートフォリオを拡大するインセンティ

ブを高めることになり，両者の差はより拡大する

ことになる。 

例えば，企業 A が中小企業で，特許を取得しな

いという選択肢しかない状況では，利得の組合せ

は（-20, 80）となるが，保護の強化という制度変

更により，それが（-30, 90）のように変わること

になる。このとき，もう一方の（大）企業 B の特

許取得のインセンティブは高まることになる。こ

れにより，たとえイノベーションが生まれていな

くても（実際，この例では両者の合計利得は 60

で変わっていない），特許制度を戦略的に活用する

プレーヤーの利得が増え，活用できないプレーヤ

ーの利得を犠牲にして，パフォーマンスが向上す

ることになる。前述の Hall and MacGarvie（2006）

や山内他（2011）による分析結果は，こうした効

果を測定している可能性もある。この意味で，実

証分析において，特許取得企業と未取得企業のパ

フォーマンスに差があることが検証されたとして

も，それはただちにイノベーションの促進に寄与

したことにはならないのである。特許取得によっ

て専有可能性が高まることは，イノベーションの

促進の必要条件ではあるものの，十分条件ではな

いのである。 

 イノベーションとは社会的な価値の創出であり，

この単純なモデル（消費者の効用も考えていない）

で言えば，2 つの企業の利得の合計と解釈できる。

特許制度がイノベーションを促進するかどうかは，

この利得の合計がどう変化するかを調べなければ

ならない。仮に特許制度があることで，新たな製

品が市場に投入されやすくなり，市場規模が 200

に拡大するのであれば，お互いに特許を取得した

時の利得は，市場シェア 50%に応じた 100 から特

許制度の利用コスト 20 を引いた 80 ずつになる。

誰も特許制度を利用しなければ新製品が生まれず，

市場規模は 100 のままだとすれば，特許を取得し

ない場合の両者の利得は 50 ずつのままなので，こ

の場合には特許制度の存在がイノベーションを促

進していることになる。 

もちろん，特許制度が存在しなくても新製品は

投入されるはずであり，仮に市場規模を拡大する

効果が特許制度が存在する場合と同じ程度だとす

るならば，特許制度の下では利用コストにより囚

人のジレンマ的状況が発生するため，特許制度が

ない方が社会全体の利得は大きくなる。特に，知

識を共有して新たな知識を協創していくことが重

要な場合には，そのケースが多くなるだろう。す

なわち，特許制度による市場規模の拡大効果が，

制度がない場合に比べて非常に大きい場合にのみ，

それがイノベーションを促進することになる。 

現在のように，ソフトウェアやデータを中心と

して，新たな保護の在り方が検討されている背景

には，囚人のジレンマに陥ることの負の効果がよ

り強く意識されている状況があるものと思われる。

Wen et al.（2017）で示されたような，コモンズの

仕組みがソフトウェアの分野で新製品の投入を増

やすという関係も，こうした状況を裏付けるもの

である。 

この状況を解消するためには，知識や技術の，

よりオープンな共有システムの構築が必要となる。

その一つの究極的な形は，上野（2018）が提案す

るような，ブロックチェーン技術に基づくスマー

トコントラクトを利用した知識の移転・共有シス
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テムだろう。しかし，それを社会に実装するには，

まだ不確実性が高く解消すべき課題も多いと思わ

れる。それとは別に，既存の知財制度の枠組みを

利用して対応できる部分もある。例えば，実用新

案制度の活用が考えられる。 

実用新案制度は，日本では，企業の技術力が向

上してきたこと，特許制度に改善多項制が導入さ

れたこと，実用新案権が無審査登録主義に移行し

たことなどにより，長期的に見てユーザーはかな

り減少してきている。戦後から 1980 年までは実用

新案は特許よりも出願件数が多く，ピーク時には

20 万件以上の出願があったが，その後，減少を続

け，2016 年時点では 6,480 件まで出願件数が低下

している。他方で，世界全体では（特に中国にお

いて）実用新案の出願は急増しており，将来的に

中国をはじめ途上国の技術水準の向上とともに，

現在の日本と同様の状況を迎えることが予想され

る。 

実用新案制度のメリットは，権利化までの速さ

と取得コストの低さである。したがって，製品の

リードタイムやライフサイクルが短い企業，知財

にリソースを割けない企業（あるいは個人）にと

ってのメリットは相対的には大きいはずである。

この点では，特許の早期審査制度や特許料・審査

請求料の減免でも対応できる可能性はある。しか

し，最大の違いはやはり審査制度の有無である。

特許制度の場合，審査の過程で権利範囲が明確に

なり，差止を含め権利の実効性が高まる。 

実用新案は権利範囲が明確ではない反面，行使

した権利が無効であった場合には，権利者が無過

失を立証しない限り，権利行使により与えた損害

を賠償する責任を負う旨の規定が設けられている。

すなわち，特許が侵害を積極的に排除する強いオ

フェンシブな権利とすれば，実用新案は侵害に対

する最終的な自衛権を有するのみという意味で，

弱いディフェンシブな権利と言うこともできる。

競争よりも協創の重要性が高まれば，知財の使い

方も，オフェンシブなものからディフェンシブな

ものへと変化していく方が良い。プログラムやデ

ータのように，協創のために知識や技術を共有す

る効果が高く，かつ，その協創を破壊するような

者に対する自衛手段を持つ必要性がある場合には，

実用新案のような形での保護がなじみやすいと思

われる。 

ただし，実用新案においても，それを「戦略的」

な武器として使用する限り，囚人のジレンマを解

消することはできない。したがって，実用新案を

ベースにしたコモンズのような仕組みを導入する

必要がある。OSS ライセンスにおいても，基本的

には著作権のライセンスを利用しており，最終的

な自衛手段としての知的財産権の裏付けが組み込

まれた共有制度となっている。 

 

6．EBPにおける実験経済学の可能性：

公共財ゲームからの示唆 

上述のように新たな知財制度の設計を行ううえ

では，判断基準となるエビデンスが必要であるが，

事後的な評価が中心となる実証分析には限界があ

る。それに対して，近年注目を集めている実験経

済学は，分析のために設計された仮想的な状況で

被験者に意思決定やゲームを行わせ，そのデータ

を用いて分析を行う。したがって，仮想的な設定

を変化させ，被験者の行動の変化を見ることで，

事前に政策効果をシミュレートすることも可能で

ある13）。 

知財制度への活用については，例えば，ソフト

ウェアやデータに対して，特許権を与えた場合と

そうでない場合や，特許権の強さを変えた場合，

パテント・コモンズを導入した場合などについて，

被験者の行動の違いを分析することができる。そ
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の際，当初想定していなかったような使われ方が

なされないか等を確認することもできるだろう。

特に，データの保護については，国際的にも大き

な注目を浴びており，どのような仕組みがイノベ

ーションを促進するか，事前のシミュレーション

が有用であると考えられる。 

一方で，当然ながら実際の制度改正の影響を評

価することも重要であり，政策立案には PDCA サ

イクルが必要である。P（Plan）の部分では実験経

済学が，C（Check）の部分では計量経済学的な実

証分析がより重要な役割を果たすことになる。実

験による事前の予測が実際と異なれば，事後評価

によりその原因を分析し，実験の条件設定を見直

すといったフィードバックを通じて，政策立案の

現場に提供するエビデンスの質が高まっていくと

考えられる。エコノミスト・オフィスのような，

政策立案の現場に近く，かつ，分析能力を有する

組織が，こうしたサイクルの実現に対して積極的

に関与していく必要があるだろう。 

知的財産制度に関する実験経済学的な分析は筆

者の知る限り，まだ行われていない。そのため，

実際の活用には研究の蓄積が必要である。しかし，

コモンズに似た状況についての実験は公共財ゲー

ムとして，非常に多くの実験が行われている。公

共財は，非競合性と非排他性を持ち，常にフリー

ライドのインセンティブが存在するため，市場に

任せておいても社会的に最適な水準の供給がなさ

れない（市場の失敗と呼ばれる）。そこで，公的な

機関が供給する必要が出てくる。 

公共財ゲームでは，ゲームの参加者は，どれだ

け公共財の供給にコストを支払うかを決定できる。

例えば，Fehr and Gachter（2002）による実験では，

参加者はそれぞれ 20 円の元手が与えられており，

そのうち好きな額を公共財のために支出すること

ができる。メンバーから集められた支出は二倍に

増やされ，メンバー全員に等しく分配される。全

員が全額支出すれば，全員の元手が 2 倍になる。

例えば，10 人のケースでは，全員支出すれば 200

円が集まり，それが 2 倍されて 400 円となる。こ

れを 10 等分するため，一人当たり 40 円が得られ

る（元手が 20 円増える）ことになる。しかし，合

理的な個人はフリーライドを行うので，結果的に

全員 1 円も支出しないというのが，個人の合理性

を前提としたときの予測である。例えば，10 人の

ケースでは，自分だけが支出しなければ，全体で

は 180 円が集まり，それが 2 倍されて 360 円が 10

等分される。このとき，支出しなかった個人は元

の 20 円に 36 円が加わるため，56 円が手に入るこ

とになる（公共財は対価を支払わない人でも消費

できるため）。したがって，他のメンバーが支出し

てくれれば，自分は費用をかけずに利得が得られ

ることになる。もちろん，他のメンバーが支出し

ていない状況で，自分だけが支出すると自分の手

元に残る金額が減るだけである。したがって，こ

のゲームも囚人のジレンマ的な構造になっている

のである。 

パテント・コモンズもこれに似た構造を持って

いる。パテント・コモンズはメンバーになれば，

他のメンバーの特許を自由に利用できるため，自

社にとって利用価値のない特許をコモンズに提供

して，他企業の価値の高い特許を利用するインセ

ンティブが生じる。もちろん，コモンズの場合，

参加するかどうかもプレーヤーが決められる点で

公共財ゲームとは大きく異なるが，コモンズに参

加した後のフリーライドの構造は類似している。

したがって，この公共財ゲームの実験結果は有益

な示唆を与えてくれる14）。 

下の図 2（左）は，Fehr and Gachter（2002）に

よる，元手が20円で4人の場合の実験結果である。

横軸はゲームの回数で，縦軸は支出額の平均値を
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示している。図から分かるように，参加者の協力

水準（支出額）は，回数が増え学習が進むにつれ

て，減少していく。すなわち，参加者に，このゲ

ームの構造についての十分な知識やノウハウが蓄

積されると，経済学が予測するように，各人の支

出額は 0 に近づいていく（Ledyard, 1993）。したが

って，コミュニティへの協力に対する何かしらの

インセンティブを設計しなければ，コモンズのよ

うな自発的な仕組みはうまくいかないことが予想

される。 

協力的行動を促進するための非常に単純で強力

なシステムは，罰を与える機会を設けることであ

る。下図（右）は，罰の機会を与えた場合の実験

結果である。そこでは，公共財への支出額を決め

た後，参加者の支出額が公開される。参加者は，

自分の手取りからコスト（Y 円）を負担すれば，

他者の手取り額を 2×Y 円減らすことができる。

ただし，他者の手取り額を減らしても，罰を下し

た人の手取りが増えるわけではない点には注意を

要する。すなわち，この罰は本来，短期的には信

憑性のない「脅し」に過ぎない。なぜならば，罰

を与えるのにもコストがかかるため，他者が罰を

下してくれるのを待つというフリーライドのイン

センティブがあるからである。この意味で，罰自

体も公共財と呼べるものである。したがって，理

論的には，脅しが信憑性を持つためには，何かし

らのコミットメントが必要になる。 

しかし，実際にはこの罰の機会が与えられると，

右の図から分かるように，罰を与える機会がなか

った場合には 6 円まで落ち込んだ支出額が，12 円

に回復し，しかも回数を重ねるごとに支出額が増

える15）。このことから，コモンズに価値の高い技

術・知識を提供させるには，誰がどの程度価値の

ある技術・知識を提供したかを明確にし，一定の

基準を満たさない場合には，コモンズの資源を利

用させない（メンバーから排除する）といった罰

の機会を設けることが効果的であることが示唆さ

れる。ここで重要なのは，実際に罰を与える必要

はなく，その機会が与えられていれば良いという

ことである。その意味で，権利が不安定な実用新

案制度のような枠組みで，コモンズを形成するこ

とも有用であると考えられる。その際，他社の提

供する技術・知識を，メンバーがお互いに評価・

監視する仕組みを組み込んでおく必要がある。 

公共財ゲームについては，他にも興味深い研究

が多数蓄積されている。例えば，Bochet et al.

（2006）では，公共財ゲームにおけるコミュニケ

ーションの重要性を明らかにしている。そこでの 

図 2．公共財ゲームの実験結果（Fehr and Gachter, 2002） 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

出所：Fehr and Gachter（2002）より転載 
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コミュニケーションは，必ずしも自分の言ったこ

とを守る必要はないという意味で，拘束力のない

ものである。彼らは，対面でのコミュニケーショ

ン，オンライン上での匿名での自由なコミュニケ

ーション，オンライン上で貢献額を提示するだけ

のコミュニケーションの 3 種類について，コミュ

ニケーションが取れない場合との比較を行ってい

る。それによれば，対面でのコミュニケーション

は非常に効果が高く，罰を与える機会の有無に関

わらず，公共財への支出額を大きく増やす（コミ

ュニケーションがない場合の 2 倍以上）ことが確

認されている。また，オンライン上での自由なコ

ミュニケーションについても，匿名であってもそ

の効果は高く，罰と組み合わせることで，対面で

のコミュニケーションと同程度の効果を発揮する。

この結果は，コミュニケーションの機会を増やす

という観点からも，コモンズやコミュニティとい

うメンバーシップの重要性を示唆している。コモ

ンズの規模が大きくなり，匿名性が高まったとし

ても，メンバーシップと罰の機会が組み合わされ

ば，コモンズの効率性が高まる可能性がある。 

 また，協力の促進に対しては，罰を与えるので

はなく，協力した人の報酬をより大きくするとい

うやり方もある。これについては，Balliet et al.

（2011）が，報酬と罰に関する 187 の実験結果を

基にしたメタアナリシスを行っている。それによ

ると，報酬と罰はいずれも同じ程度の効果を持っ

ている（罰の方が若干効果が高い）。また，罰の効

果については，繰り返し同じメンバーで行われる

ようなゲームにおいて，より高くなる傾向が確認

されている。したがって，主要なメンバーが安定

的で，長期にわたって継続されるコミュニティに

おいては，罰の機会を設けることが有効であるこ

とが分かる。 

 さらに，Yamamoto et al.（2014）の研究では，

参加メンバーをコントロールできる公共財ゲーム

について分析している。それによれば，非協力的

なメンバーを完全に締め出すことは，長期的には

協力行動を崩壊させることにつながる。むしろ，

少数の非協力的な個体も参加できる余地を残した

方が，罰を与える機会が認識されることで，協力

が長期にわたって成立し続けることが見出されて

いる（社会的な免疫効果と呼ばれている）。したが

って，コモンズは誰にでも開かれている一方で，

本当に悪意のあるものが入ってきた場合には，メ

ンバーから外され罰せられるという仕組みが良い

ことになる。 

 

7．まとめ 

 上述のように，公共財ゲームの実験からも有用

な示唆は得られるが，本来は検討すべき政策に即

した条件設定で実験を行うべきである。そうする

ことで，より政策立案に直結する有益なエビデン

スを提供できると考えられる。したがって，今後

はこうした実験による事前予測を EBP の PDCA

サイクルに組み込むべく，政策実務者，経済学者，

制度ユーザーが連携して，実験を蓄積していく必

要がある。政策立案については政策実務者の，政

策ニーズや制度利用のインセンティブには制度ユ

ーザーの，分析には経済学者の技術や知識が必要

である。これらのプレーヤーの知識を融合する組

織としてチーフ・エコノミスト・オフィスのよう

な組織が必要なのである。日本はこの点で欧米に

後れを取っている。 

なお，実際の政策効果に関する事後的な評価は

当然重要であり，政策の効果が企図したものと異

なるようであれば，その原因を検証する必要があ

る。その過程を，実験の条件設定等にフィードバ

ックすることで，事前予測の精度は高まっていく

ものと考えられる。その意味で，実験と実証は相
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互補完的なものである。 

知的財産制度は，知識の公共財的性質を前提と

することから，これまでの実験経済学の知見を活

かしやすい対象でもある。また，実証分析では，

特許制度のイノベーション促進効果が，規模や経

験，産業によって異なることが確認されてきてい

る。両アプローチからの研究がさらに蓄積されて

いけば，特許制度が効果を発揮する条件が，より

具体的な形で提示できるようになってくるだろう。

そのためにも，チーフ・エコノミスト・オフィス

のような専門組織が，EBP における PDCA サイク

ルを積極的に運用していき，政策の効率を高め，

また，学術研究の裾野を拡大していくことが重要

である。それを通じて，社会や技術の変化に知財

制度がどう適応していくかを検討する際に，常に

良質なエビデンスが利用できる環境が整っていく

ものと期待される。 

 

（※本研究は，JSPS 科研費 17K03721 の助成を受け

て実施された。） 
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注） 
 

1） 例えば，「第四次産業革命を視野に入れた知財システ

ムの在り方に関する検討会」は2017年に詳細なレポー

トを発表している。 
2） 古くは，オランダで1869年に特許制度が廃止されてい

る。また，重富（2014）によれば，1850年代から60年
代のイギリスでも，多数派とはならなかったものの，

特許制度の廃止論が非常に盛り上がっていた。 
3） 米国ではNSFによって2005年から「科学技術・イノベ

ーション政策の科学（SciSIP: Science of Science and 
Innovation Policy）」のプログラムが発足している。我

が国では，2011年に閣議決定された第4期科学技術基

本計画において，「国は，「科学技術イノベーション
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政策のための科学」を推進し，客観的根拠（エビデン

ス）に基づく政策の企画立案，その評価及び検証結果

の政策への反映を進めるとともに，政策の前提条件を

評価し，それを政策の企画立案等に反映するプロセス

を確立する。その際，自然科学の研究者はもとより，

広く人文社会科学の研究者の参画を得て，これらの取

組を通じ，政策形成に携わる人材の養成を進める。」

と述べられている。 
4） 論文中において，サーベイの対象が，政策・学術研究

に関心のある政策実務者に偏っている可能性がある点

に留意する必要があることも指摘されている。また，

同論文では，政策研究に携わっている研究者や，国民

一般を対象にしたサーベイも行っており，政策実務者

との結果の比較がなされている。 
5） 英国では，コクラン共同計画の一環において，システ

マティック・レビューのためのデータベース（コクラ

ンデータベース）が構築され，ヘルスケアの分野でラ

ンダム化比較試験の結果が体系的に整備されてきてい

る（Chalmers, 1993）。 
6） 現在は，後藤晃東京大学名誉教授と長岡貞男東京経済

大学教授に著者を加えた3名が，委託を受けて知的財

産経済アドバイザーとして活動しており，日本特許庁

でも実証研究のための体制が整備されつつある。 
7） 米国で研究開発部門を対象に行われた調査では，医薬

を除く産業においては，特許権以外の手段（例えば営

業秘密等）の方が，専有可能性を高めるうえで有効な

手段との回答が多い（Cohen, Nelson, and Walsh, 2000）。 
8） 他方で，延長の上限が短すぎる薬効領域では，むしろ

マイナスの影響があることも示されている。 
9） それが単純にシグナリングの効果であるという可能性

もある。 
10）

 長岡（2017）によれば，米国で特許出願される発明の

うち約6割が広義のソフトウェア関連技術になってき

ている。 
11）

 また，ソフトウェア特許は比較的新しい権利であるの

に，90年代後半の全訴訟コストの38％を占めるとの試

算もある。 
12）

 他方で，環境技術分野でのパテント・コモンズにおけ

る，特許提供行動について分析を行ったHall and 
Helmers（2013）によれば，コモンズに提供されている

のは革新的な発明ではなく，またコモンズに提供され

た発明は被引用件数の観点から技術の普及にもさほど

貢献していない。ここでも，分野によってコモンズの

必要性や目的も異なることが分かる。 
13）

 2017年にノーベル経済学賞を受賞したリチャード・セ

イラー教授も，行動経済学をベースに人々の心理的な

側面に着目して，大規模なゲーム実験をツールとして

分析を行ってきた。そこでは，人々の心理的な特性を

利用して，社会的に望ましい行動をとらせることがで

きることが示されており（ナッジ理論），現実の政策

立案にも大きな影響を与えている。 
14）

 ただし，コモンズと公共財ゲームの状況は厳密には異

なり，また，データの性質（ビックデータ，ディープ

データ）やプレーヤーの属性（業界）の違いも分析す

ることが望まれるため，新たな実験が必要である。そ

れにより，コモンズが機能するためのより詳細な条件

 

 

を導出することができると考えられる。 
15）

 この実験では被験者の84%が少なくとも一回は罰を行

使している。短期的には損をする罰の行使も，罰に信

憑性を与えることで，長期的には自己の利益につなが

ることを示している。また，罰に見返りのない第三者

として参加した場合でも，やはりコストをかけて罰を

行使する人が相当数いることも確認されている。「感

情」的に罰を下すことも，結果的には合理性を持って

いる。それにより，規範が強化され，同時に，規範意

識も高まり規範に従わない人への怒りが強くなるとい

う，規範と感情の相互強化作用が発揮される。 


